











The purpose of this paper is to review previous studies that attempted to explain the Compulsory Education 
curriculum revision process conducted in 1958. This paper presents findings focusing on Moral Education, Social 
Studies, and Extra-curricular Activities. 
The findings of this paper are as follows: First, most of the prior studies explained the revision process from a 
political and economic perspective. Second, these studies indicated that the ruling party and the Ministry of Education 
had great infl uence over the revision process. Third, some of the previous studies based their fi ndings on self-reports of 
several members of councils and offi cers of the Ministry of Education who participated in revision process. Due to the 
shortcomings of prior studies, this paper suggests a more comprehensive examination of the whole revision process and 
that future studies be based not only researchers’ guesses but on empirical evidence. 
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1958年学習指導要領の改訂過程に関する諸研究のレビュー
─特設「道徳」・社会科・特別教育活動に焦点を当てて─
The Curriculum Revision Process in 1958:

























づけられた（岩浅 1969a，北 2005，黒瀬 2006）。さらに，小学校の社会科では第 5学年に日本の地理と産業が，



























議会（以下，57年度教課審）に対して諮問，② 57年度教課審が 1958年 3月 15日に答申を提出，③ 57年
度教課審が示した基本方針を受けて初等中等教育局長の諮問機関である教材等調査研究会が具体的な内容を



























































































































































































































































































































































































10） 1957年 11月 16日に，57年度教課審が社会科に関する意向をまとめた。そこでは，「社会科は従来通り
存置するが，その目標，内容については，道徳指導，生活指導などとの関連を考慮し，学年の発達段階
に即して，発展的効果的な指導が行われるよう再検討を加えること」「低学年の内容は，特設時間にお
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ける道徳指導，生活指導との関連をじゅうぶん考慮し，社会科の取扱い方については細心のくふうを要
する」「中学年は，高学年への移行的段階として，児童の発達段階および社会科の全体構造の上からみ
て再検討を加えること」「高学年においては，地理・歴史について基礎的な理解を得させるため内容，
方法を再検討すること」の四つの方針がまとめられた。
11） 具体的には，「社会科の基本的ねらいはなんら変ったことはありません。地理や歴史や公民に分けない
で組織することが，社会科の最も重要な性格とも考えていないし，社会科というものは討議とか面接と
か見学とかその他の学習活動の形式にその特性が見いだされるものだとも考えていない。社会科は，ど
こまでも社会科学に関係のある内容や考え方を教育的見地から選択，組織し，それを通じて個性豊かで
民主的な国家および社会の形成者として必要な資質を養うことを独自の使命としている教科であり，こ
の教科で歴史教育・地理教育・公民（政治・経済・社会）教育はじゅうぶんに果さなければならない。
また道徳教育については，社会科は重要な使命をもっている。こういうようなことは，これまでと同じ
く，これからも一貫している点であります。」という説明が文部省の見解であると明らかにされたという。
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